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「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
前内閣官房参与　峰崎直樹
注目の日銀総裁・副総裁候補への国会聴聞
先週一週間は、風邪でほとほと参ってしまった。確かに、引き始めは上州の空っ風だったのだが、札幌の寒さと豪雪(当然除雪作業が加わる)によって加速されたように思う。相当しつこい風邪なので、早く確実に直したいものだ。
　さて、今週の初めには注目の日銀総裁・副総裁候補の国会でのヒアリングが実施される。４日は黒田東彦総裁候補、５日は岩田・又曾副総裁候補の順である。この、国会での同意人事の前に、それぞれの候補者から事前にヒアリングをして適任かどうかを判断するようになったのは、それほど昔のことではない。2007年の参議院選挙で参議院で野党が過半数を占め、衆参の多数派が異なるいわゆる”捻じれ”が顕在化して以降のことである。
この制度になる前は、事前に政府側から国会に同意人事をして欲しい人物の提示があり、若干の履歴が添付された文書だけしか判断材料がなく、しかも、議事運営委員会で提示した後、原則として所属委員会メンバーの中で賛否が論議をされ、本会議での賛否の前にその事後報告を受け、衆参それぞれの議員総会で了承を求めるというものであった。
国会聴聞の道筋は、ねじれ国会での産物
これに対して、重要な人事に対して、関係する委員会以外の議員にとって、履歴書だけで判断しろ、と言われているようなもので、とても賛否を明らかにできないとして、私自身、あえて党議拘束に違反したことがある。ねじれ国会になったことを機会に、少なくとも日銀と重要な三条委員会の委員、例えば公正取引委員会などの委員については、関係する委員会で本人を呼んで質疑を交わしていく必要があると主張し、今日の制度になっている。ねじれ国会の中で、改革ができた良い事例の一つであろう。
もっとも、捻じれているがゆえに法案などと違って3分の2の賛成で衆議院で再議決していくことができないため、前回の日銀総裁の人事では空白期間ができたり、政局に利用してきたという批判が出され、今回は、民主党もそのあたりは慎重なようで、日銀人事は黒田総裁以下でほぼ決まりのようだ。維新の会のなかでは、橋下代表と国会議員の意向が異なり、いろいろとあったようだが、アベノミクスの勢いがある中で日銀人事もその流れを継承すべく進められてきた。果たして、どのようなかじ取りができるのか、なかなか難しく解決できない課題に直面しそうではある。
斉藤誠一橋大教授の浜田宏一イエール大名誉教授批判
　アベノミクスについて、いろいろと経済学者や専門家と言われる方たちの評価は真っ二つであり、小生は批判的立場を明確にしてきた。そうした中で、一橋大学の斉藤誠教授が登場した2月27日付朝日新聞「オピニオン」欄でのインタビュー記事に注目した。題して「経済学は無力か」、聞き手は原真人編集委員である。そこでのやり取りの中で、アベノミクスの柱である、よりアグレッシブな金融緩和による「リフレ政策」についての質問に、ズバリ次のように答えている。
　　(斉藤)「今回政府の求めに応じて日本銀行が掲げた2%の物価上昇目標ですが、市場は中長期にも実現するとはまともに信じていません」「なぜなら理論的には、物価が2%上昇すると金利は3%ぐらいになる。賃金も3,4%ぐらい上がるでしょう。そうなれば企業のコストは膨らむし、国際価格が急落して、国家財政も、国債を大量に抱える銀行も困る。雇用に影響が出て労組も困る。そんな姿をだれも望んでいません。結局、経済界も自民党も、円安による輸出主導での成長が落としどころと考えているだけなんです」
　と喝破しておられる。日頃あまり論壇に登場する派手な方ではないだけに、その指摘には十分に納得できる。とくに、安倍総理の私淑する浜田宏一イェール大学名誉教授の名前を挙げての質問に対して、
　　(斉藤)「経済学は、・・・(中略)・・・『長期』のことはかなり明確に言えます。だが政府・政党が毎年決める個別の経済政策の様な『短期』のことはさじ加減がいろいろある。僕ら象牙の塔の人間は良し悪しを言いにくい。ところが経済学者の中にもさじ加減にまで口を出す人たちもいます。たぶんそういう人たちはスポンサーがいて、その意向で議論を展開しているのでしょう。アカデミックな経済理論に支えられているわけではないと思います」
　と一般論的に批判しておられたのだが、最後に
　「浜田先生は大先輩の研究者ですが、一番嫌だったのは、半導体企業エルピーダがつぶれたのを日銀のせいにしたこと。あれはよくなかった。つぶれたのは企業の経営戦略や日本の半導体政策が間違っていただけです。全然関係ないことなのに、世の中の人が『そうか、日銀があんな大会社もつぶしたんだ』ということになると、本当によろしくないと思いました」
　と手厳しい。まことに尤もな批判であり、経済学者だけでなく、最近では原
子力発電所問題での「原発村」の一件もあり、学者の信頼にもかかわってくる。
岩田喜久男副総裁候補の発言も無視するわけにはいかない
ちょっと長い引用になってしまったが、今度の日銀人事に関係している副総裁候補の岩田喜久男学習院大学教授は、早くからインフレターゲット論者であり、量的緩和を強く主張してこられた学者の筆頭格である。その岩田氏がダイヤモンドオンラインの「論争!日本のアジェンダ」(第16回3月1日)のインタビューに応じて答えられ、次のように発言されている。
　「私はよく、『何もかも日銀のせいにしている』と批判されますが、よく考えてみると、世の中で起きている問題の多くは、もとをただせばやはり日銀のせいだと言えます。
　たとえば、少子化、非正規社員の増加、企業倒産の増加、国の税収が増えないことなどは、デフレや円高で不況が続いたのが原因。日本の自殺者が3万人台になっている状況も、このこととは無関係ではないでしょう。私が実証研究したところによると、自殺の一定割合以上は経済的要因だとわかっています。そう考えると、日銀の責任は重大だと言えないでしょうか。」
　はたして少子化の原因がデフレや円高のせいなのか、人口学者や社会保障の専門家に聞いてみたいし、昨年ようやく2万人台にまで自殺者を減らしてきたことは、デフレや円高が弱まってきたことだからだろうか。ここまで来ると、何だか日銀に対して個人的な恨みでもお持ちではないのか、と疑いたくなってしまう。このような学者が日銀副総裁に推挙されることが本当に善いのかどうか、まことに首をひねらざるを得ない。副総裁候補へのヒアリングは3月5日に予定されている。どんな質疑がかわされるのか、その前日の黒田総裁ともども大いに関心を持って見ていきたい。
安倍総理、特効薬で持病は十分コントロールできてますか
　ちょっと気になる出来事に注目したい。 2月28日付読売新聞朝刊の(4面)の囲み記事で、安倍晋三首相の「健康不安」にからむ微妙なニュースが取り上げられていた。見出しは「首相　審議中度々トイレ」とあり、もしかすると持病の「潰瘍性大腸炎」が薬で十分にコントロールできていないのでは、という疑いである。2月27日参議院の予算委員会理事会で、民主党がその点を指摘し、「首相が閣僚席を離れる際は、審議を止めるよう求めた」が、他党から「トイレに行くのは生理現象だ」と首相を擁護する発言が相次ぎ、民主党提案は採用されなかった。
もし、安倍総理が自信を持って発言してきた「いまは、良い薬ができて十分コントロールできている」状況ではなくなっているとしたら、という前提条件が付くのだが、またも「1年で総理が後退する」のか、という思いが頭をよぎってしまった。政治家にとって、ましてや一国の総理大臣にとって健康問題はまことに重大な問題であり、健康上問題が無いことを祈念したいが、6年前の一件が在るだけに、目が離せなくなっているようだ。安倍政治に対する批判以前の問題として、健康だけには十分責任をもってほしい。
租特透明化法の調査結果が国会提出、大いに活用してほしい
　最後に、3月に「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」が国会に提出された。新聞やテレビなどにはほとんど触れられていないが、民主党政権になって租税立法で最初に手が付けられ、それまでは民主党の議員立法として参議院は通ったのだが、衆議院で廃案になっていた「租特透明化法」(略称)を、政権交代とともに成立に持ち込むことができた。議員立法として提出してきた者の一人として、誠に意義深いものなのだが、出来上がって租税特別措置の適用実態の全貌が分かり始めた時には、租特を最大限拡大させ、利権の温床として活用してきた自民党が政権に戻っていたという皮肉な巡り合わせなのだが、それでも実態は実態であり十分国会で論議する素材にしてほしい。願わくば、租特の仕分けを公開の場で進める素材にしてはどうか、という問題提起をしてきたのだが、もはや自民・公明政権では実現は困難なことだろう。将来的には、適用額上位10社ぐらいを公表することも考えていくべきである。もちろん、経済界は反対するし、自民党も応じてこないことは間違いない。その公表規定があるがゆえに、議員立法としての租特透明化法案に反対し続けてきたのだから。
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